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1.は じ め に
1985年に ゴルバチ ョフが政権の座 について以後,ソ 連社会 は大 き く変 わ った。'そめ変化 が,予 め
定 められた方 向への直線的な歩 みでは け っしてな く,大 規模な試行錯誤 の連続 の結果 として現われ
た ものであ るこ どは,周 知の とお りであ る。 と りわけ経 済管理 システムの改革 をめ ぐる ソ連 の共産
党 ・政府 の政策 は,こ の間 に大 き く変化 して きた。 当初 は,「社会主義体制 が秘め る巨大 な可能性
の
と長所 を最大限活用」 してい くとい うことであ ったが,や が て 「市場経済へ の移行」,「経済活動の
　
最大限の 自由」,「脱 国有化,民 営化」が課題 として掲 げ られ る ようにな った。1991年7月25日に
ゆ
ソ連共産党 中央委 員会総会 に提 出 された新綱領草案では,「経済 的 自由」 が原則 として,「混合経済
への移 行」が 当面の 目標 として言 及 された。共産党 と共産党 政府 の方針 であ るので,当 然 「社会主
義的選択」の保持 は言わ れ続 けたが,目 標 として示 され る経 済管理 システムの イ メージは,し だい
に,マ ル クス,エ ンゲルス,レ ーニン らの描いた それ よりも,現 代資本主義 のそれに近づい てきて
くの
い た。 さらに,8月 政変後,共 産党が解体 され,1991年10月18日に連邦 と8共 和 国で締結 された
くの
「経済共 同体条約」 には,「加盟 国は私的所有,企 業 活動の 自由,な らびに競争 を経済発展の基礎 と
して認 める」(第9条)と の文言が現われた。
この ような事態 の推移 を端的に社 会主義的政策 か ら資本主 義的政策 への移 行 と表現 す ることが適
切 か どうかの判断 には慎 重 であ って よい ように思われ る。 しか し,ペ レス トロイカの数年 間に経済
管理 システムをめ ぐる政策 とその システムの実態 におい て質 的な変化が起 こ った ことは疑いない。
まず,実 際に何が どう変わ ったか,な ぜ変わ ったかを明 らかにす る必要 があ ろう。
くの
本稿 で明 らか に したい のは,国 有 企業 におけ る管理 者選挙制が どの よ うな推移 を示 したかであ る。
それは,こ の制度 がその導入時点に 却いて,経 済管理 システムにおけ るペ レス トロイカの シンボル
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のひ とつ であ ったか らであ る。経済 管理 システム改革 の出発点 とな ったのは,「国有企業法」(19ε
くの
年6.月30日制定,1988年1月1日 施行)で あ ったが,こ の法律 は,企 業 の独立採算 制の強化 と,
労働集団 に よる自主管理 とを基調 に した もの であ った。 そ して,自 主管理 を保 障す るために,労 塵
集団 は管理 者 を選 出でき ること,労 働葉面総 会な らび にそれが選出 した労働 集団評議会は,企 業言
画 を確定 で きることな どを定 めていた(第6,7条)。 国外 で も,企 業 管理者選挙制 を含 む自主管玉
制度 の導 入には,共 産主義的な原理 を発 展 させ るもの として,ま た,労 働者 の企業 管理への参加 σ
く　ラ
新 しい段階 を切 り開 くもの として,少 なか らぬ期待 が よせ られていたのであ る。
た だ し,本 稿 で直接 課題 とするのは,こ の制 度が法 制度 として変化 を被 ってい く過程 をた どるこ
とであ り,制 度 の運用の実態に ついては,最 小 限触れ るに とどめ る。 また,脱 国有化 ・民 営化政貨
と管理者選挙制 とのかかわ りも重要 だが,こ れについて も本稿 では立 ち入 らない。 これ らの点 にく
いては,稿 を改 めて分析 したい。
注(1)『 ソ連 共産 党 第27回 大会 資料 集 』 あ りえす 書 房,1986年,29頁 。
(2)1990年ユ0月19日 に ソ連 最 高 会 議 が採 択 した文 書 「国 民経 済 安定 化 と市 場経 済 移 行 の基 本 方 向」(r世易
政 治』1ggO年12月 上 旬 号)。
(3)『世 界政 治 』1991年9月 上旬 号 。
(4)西村可 明 「ソ連 経 済 改 革構 想 の現 況 」,「ソ連 に おけ る市 場経 済 化 プ ロ グ ラム」(『経済 研 究 』(一一ts大学:
第41巻 第4号,第42巻 第3号,1990-1991年)を も参 照。
(6)《9KoE{oM睦KagIKu3Hh》No.44,1991r.,∬P"AGgtteH晒e,cTp,4.
(6)先行 研 究 と して,岡 田進 「市 場 経 済 へ の移 行 と労働 関 係 」(r日 ソ経 済調 査 資料 』1991年11月 号)がth
る。
(7}岡田進 訳(『 日 ソ経 済 調査 資 料 上1987年9月 号)。 《HipaBAa》1Hlonfi1987r.,CTP.6.
(8)岡田 進 「経 済 メ カ ニ ズム の ペ レス トロ イカ」(rペ レス トロ イ カ』 ソ ビエ ト研究 所,1987年),42頁 。
藤 井 茂 「ソ連 の社 会主 義 的 自主管 理 と東 欧」(『社 会 主 義 経 済 研究 』第12号,1989年)。MurrayYano
witch,"WorkerpafticipationintheSovietUnion"(lnternationalHandbooleofparticipationiz
Organizations,VoL2,London,1991).加 藤 志 津 子 「1970年代 ソ連 の 労働 組 織 化政 策 」(『経 営 論集 』(嘆
治 大 学)第36遂 第2号,1989年)69:頁 。 な お,自 主管 理 概 念 に つ い て,竹 森IK孝 「``社会主 義 と自主世
理"問 題 を め ぐって 」(S'名古 屋 大 学 法政 論 集 』 第130号,1990年)。
2・ ペ レス トロイカ以前 の管理者人事制度
ペ レス トロイカ'のも とで の管理者 選挙制について検討 す る前提 として,そ れ以前 には管理者は ど
の ように してその職 についてい たか を,確 認 してお く踏襲 があ ろ う。
「国有 企業法 」制定以前 に ソ連の企業の活動に一般的な法的 基礎 を与えていたのは,「社会主義 国
の
有生産企業規定」(1965年)であ った。 それに よると,国 有企業 の管理者 の人事 は,次 の ように,
任命制 を基本 としてい た。企 業長は,上 級機関に よって任命 され,解 任 され る(第89条)。 企業 長
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代理,経 理主任,技 術監督部長 は,企 業 長の推薦 に もとづ き,上 級機 関に よって任 命 され,解 任 さ
れ る(第91条)。 職長(上 級職長,職 区長,作 業班長 ,農 場主任,現 場監督者,上 級現場 監督者)
の任命,異 動,解 任は,企 業長 の命令に よって行わ れ る(第94条)。
た だし,労 働 集団は管理者 の人事に次の ような方法 で関与 で きた。 まず,「企業労組委員 会権利
　の
規定」(1971年)により,管 理 部が経 営管理職 へ働 き手 を任命す る さいには,そ の任命 は労組 委員
会 の意見 を考慮 して行 われねばな らない。 また,労 組委員会は しか るべ き組織 に管理者 の解 任の問
　
題 を提起 す ることができる(第7条)。 さらに,「労働集 団法」(1983年)によ り,作 業班 の労働集
団は,作 業班長 の任命に 同意 を与 える権利,作 業班 長の解 任 を要求 す る権利 を もつ(第18条)。
この ように,法 制度上,管 理者は上か ら任命 ・解任 され ることにな ってお り,同 時に,そ の過程
への労働者 の一定 の関与が認 め られていた。 これは,国 有企業 管理部 は二重の性格 を もつ との見解
に支 えられ た制度 であ る。 す な わ ち,「社会 主義 国有生 産企業は,そ れ の業務的管 理 ま た は 利用
(onePaTKBHoey皿PaBAeHMefiAKm五b30BaHHe)に委 ね られてい る国有 財』産 を利用 する」 とい う 「企
業 規定 」第2条 に見 られ る ような解釈 を前提 として,管 理部 は,企 業所有者 であ る国家 の代 表であ
ると同時に,国 家 か ら企業 の業務的管理権 を委託 された労働集 団の機関 で もあ り,国 家的 利害 と労
ゆ
働 集団の利害 を結 び付け る役 割 を果 たす,と 理解 され てい たので あ る。
しか し,実 際には管理者 人事への労働 者の関与は,か な り限定 された ものであ った。「権 利規定」
第7条 は例外的に しか適用 され なか った。rr意見 を考慮 して』 とい う定 式は労組委 員会の権限 が協
議的 な ものであ って,法 的拘束 力 を もたない こ とを意味 していた。管 理部 は一般に,労 組委員会 の
意 見を聴取 す ることをしだいにやめて し まった」 といわ れ る。解 任 を提 起す る権利 も,形 骸化 して
い た。 そ こで実質的 に労働集団 が管理者入事 に関 与 しえ た の は,「労 働集団 法」以後の班長入事 に
くの
つい てだけであ った。
法律 の運 用の観点 か ら,も うひ とつ注意 しておか ねばな らない ことは,管 理者 人事において共産
党が強い影響 力を行使 していた ことである。企業 や経済機 関の活動 は,全 体 として党 の統制 の もと
にあ ったが,と りわ け,企 業 の上級管理者 の人事 は,党 の 「ノー メン クラツー ラ」 とかかわ ってい
た。「ノーメンクラツーラ」 とは,党 が定 めた重要部署 の リス トである。 この リス トにあ る部署 に
就 こ うとする者は,そ れぞれの党委 員会の審査 を経 て,推 薦 の うえ承認 され るし,そ の部署 に就 い
た者 は,党 委 員会 の同意 を得 ては じめて,そ の部署 か ら解任 され る。 これ らの部署に就 く人 々の リ
ス トも また 「ノー メンクラツ ーラ」 と呼 ばれていた。「ノー メンクラツ ーラ」 に含 まれ る部 署 の範
くの
囲は正確 には知 られていないが,一一般に,企 業 長,工 場長 な どは,含 まれていた。実 際に も,企 業
の
管理者 の党員率 は,か な り高か った。
したが って,ペ レス トロイカ以前の国有 企業 の管理者の人事 については, .ヒか らの任命 ・解 任 で
あ った こと,特 に上 級管理者 の場 合には党 に よる指導が決定的 な役割 を果 た していた こと,労 働集
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団に よる関与 の契機 が伏在 してい た こと,が 確 認で きる。
この ような人事 権のあ り方 は,1977年憲法 に一定 の根拠 を もっていた。 それに よれ ば,一 般に国
家の組織 ・活動は民主主義的中央集 権主義の原理に したが って築 き上 げ られ,民 主主義的 中央集権
主義は,単 独 責任制 と現場 の創意 お よび創造的積極性 とを結合 する ものであ る(第3条)。 それに
応 じて経済管理 も,中 央集権的管理 と企業の経済的 自立性 ・自発性 とを組み合 わ せ て実 施 され る
(第16条)。共 産党は ソビエ ト社会 を指導 し方 向づけ る力であ り,国 家機構 の中核 であ り(第6条)
労働集団は企業の管理に参加す る権 利 をもつ(第8条)。 しか し,憲 法 その ものの首尾 一貫性 の問
題は お くとして も,こ れ らの規定か ら上述 の ような管理者 人事 の方 式が直接 に導 き出 され るわけで
は ない。
実 際に ソ連 において,憲 法第8条 との関連 で,企 業管 理者人事制度 を抜本的 に改革 しよ うとい う





の選挙制導入 の主張 一も現わ れていた。 とはいえ,ペ レス トロ イカ開始時点 での管理者 人事の制度 と
実態 は,ひ とまず以 上の ような もの に とどまっていた。
注(1)三 代 川 正 次 訳(三 代 川正 次 『ソ ヴ ィエ ト管 理 論 の基礎 』成 文 堂,1981年)。
(2)《C60pH"KHopMaTvaBHblxakToBoTpy江e》M.,1984一,1{acTb3,cTp.51.
(3)小森 田秋夫 訳(r労 働 法 律 旬報 』 第1107号,1984年)。
④ 小森 田秋夫 「ソ連 国営 企 業 に おけ る 〈勤 労集 団 〉 の 法 的構 造 を め ぐって」(Ee北大 法 学 論集 』 第30巻 第]
号,1979年)58-59頁。
(5)P.3JlnBlilHll,TpyAoBoe3aKoHOIIaTeJlbcTBo:HacTofl皿[eeH6yAy叫ee,M.,1989,cTp.105-106,ノlxk
田秋 夫,前 掲 論 文,70-71頁。
(6>M.S.Voslensky,1>'omenlelatura,Wien,u.a.,1980.ヴォ ス レンス キ ー,佐 久 間 秘 訣rノ ー メ ンク ラ
ッ ー ラ』,中 央公 論 社,1988年,21,153頁。 ノメ ン ク ラツ ー ラの運 用 の事例 の紹 介 は,C.VlachoutsicoE
andP.Lawrcnce,BentndtheFaetoryWalls,Cambridge,Massachusetts;1990,pか.169-170.
(7)数字 が古 い が,1967年に重 工 業 部 門 の 企業 長 の党 員 率 は ほ ぼ100%で あ った 。(B.3a」ymHbMMAePt
HocTbxo3曲cTBeHIIoropYKoBopmTeAH,《1{oMMyHHcT》,1968P.,No.7,cTp.85-86)。モ ス クワの 自動坤
工 場 で の1972年の調 査 で は,職 長 の70%,技 術 系 部課 長 の87%・ が 党員 または コ ム ソモ ー ル員 で あ った
(石川=晃弘 「ソ連 にお け る労 働変 化 と労 働 者 の階 層 移 動 」(西 村 文 夫,吉 田靖 彦 編 『現 代 ソ連 の 経済 と産
業 』 日本 国際 問 題研 究 所,1976年)391-393頁)。
(8)小森 田秋 夫,前 掲 論文,52-66頁。
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3.管 理者選挙制の成立
(1)管 理者選挙 制導入へ の動 き
1985年3月11日にゴルバチ ョフが共産党 書記長の職 に就 いたあ と,6,月20口に党 中:央委 員会は,
の
ミンスク自動車工 場(白 ロシア)に おける 「労働集 団法」実施 状況に関す る決定 を採択 した。 その
内容は概 略,以 下の 幸うであ った。党が予定 している大規模 な社会経済 的変革の実施 におい て もっ
とも重要 な意義 を もってい るのは,大 衆 の勤労的 ・社会的 ・政治的積極 性であ り,勤 労者 の管理参
加 について の レーニンの諸規定 の首尾 一貫 した実現 であ る。 それに 向けた広範 な可能性 を開 いてい
るのは 「労働集団法」で ある。 自動車 産業において もっ とも主導的 な企業 のひ とつで あ る ミンスク
自動車工 場では,こ の法律の実施 過程で,一 定の成果が得 られた。 しか し,点 検 の結果示 された と
ころに よると,こ の工 場 では この法律 は,ま だ完全 には実施 されてい ない。多 くの働 き手は法律 の
規定 や,規 定 を実現 す る具体的方法 を よ く知 らない。'工場 の党組 織,労 働組合組 織 コム ソモール
(共産主義青年同盟)組 織,管 理部 は,こ の法律 の要請に沿 った 自己の活動 の変革 を適 時に実施 し
ていない。管 理上 の意思決定の さいに,労 働者 ・職員 の提案 は必 ずし も考慮 されていない。経営 管
理者 は,人 々 とあ まり相談 せず,過 度に行政的な方法 を とってい る。工場 の党組織 労働 組合組 織,
コム ソモール組織,管 理部,な らびにそれ らの上級組 織は,「労働集 団法」 の完 全実施 に向けて努
力 しな ければな らない。労働集団 の提 案 と意見 を考慮 した要員の抜擢 を行 わねばな らない。 また,
全 ソ労 評,ソ 連労働 ・社会問題 国家委員 会,ソ 連法務省 は,「労働集団法」 の実 施のため の活 動 を
強 化 し,現 場の状況 を体系的 に分析 し,こ の法律 に対する峰視 ・違反 と断固 としてたたかわ ねばな
らない。
この ように,決 定 は,労 働者 の管理参加の政 治的 ・経済的意義 を高 く評価 し,既 存 の制度 の枠内
でそれを実際に実現 してい くことを指示 した。 そして,管 理者人事 との関係 では,法 律 に定 め られ
た 「意見 の考慮」 を励行 す るよう求めたのであ る。
1986年2刀25日か ら3月6日 に開催 された第27回党大会は,ソ 連 が 「転換的段階」 に来 てい る
との認識に立 って,経 済 の加速化,政 治の民主化,外 交 にお け る対話 の強 化 を,改 革 の基本 路線 と
して提 示 した。 そ して,そ の改 革 の一環 として,こ こで初め て,企 業 管理者選挙制へ の移行 の方 針
が決定 された。 ゴルバチ ョフは,中 央委員会政治報告のなか で,以 下 の ように述 べ た。政治 の民 主
化 のためには,直 接民 主主 義の諸形態 を もっとも効率的に利用 せねばな らない。経 済の加 速化 のた
めには,企 業の権利の拡 大,独 立採 算制の導入 お よび社会主義的企業家精 神の強化 が必要 だが,そ
れは,働 く人 々自身 の積極性が高 まる場合 にのみ現実 的内容 をもつ ようにな る。 そこで,政 治的 に
も,経 済的 に も,労 働集 団の役割 が非常に大 きい。 ところが実 際には,労 働者 ・職 員に,生 産の完
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歪な主人公 としての気持 ちを もたせ ることが妨 げ られてい る場合が往 々に してあ る。 「労働集団法」
はわれわれの期待 した結果 を もた らしてい るとはいえない。結論 はひ とつで ある。 この法律 た含 ま
れてい る民主的諸 原則 と規 範 を 日常的に実現可能 な ものにする メカ ニズムを抜 本的に改善 す ること
が必要 である。 管理者人事 について具体的にい うと,「作業班長全 員 を選挙制 に し,次 いで企業 の
他の若干 の管理職一 職長,交 代班 長,職 区長,職 場長,ソ フ ォー ズの支部長一 に も徐 々に この
　
制度 を適用 する ことが 目的 に適 ってい る」。
　の
大 会決議 で も,「企業の経営管理者 の選挙制 を徐 々に拡 大 す ること」が支持 された。
こ うして,企 業管理者選挙 制の導入が決 定 された。た だし,こ の時点で は,企 業長 ら上級 管理者
に も選挙制 を適用 するのか どうかは明確 でな く,む しろ下 級管 理者 のみへ の適用 が意図 されていた
ように 思われ る。 しか し,い ずれにせ よこれは大 きな制度改革 であ り,当 然,法 的基礎付 け を必要
とす る。
7月31日 の演説 のなかでゴルバ チ ョフは,初 めて 「ペ レス トロイカ(立 直 し)」とい う言葉 を改
革 の ス ローガ ンとして用い,「私 はペ レス トロイカとい う言葉 と革命 とい う言葉 と の間 に イコール
の記 号 を入 れたい」 と述べ,改 革 への並 々な らぬ決意 を示 した。 そして,労 働 集団にたい する細 か
い後見 や官僚的管 理 を防 ぐ路線 を法的に確立 す るための新 しい法律(「国有企業法」).が準備 されて
ゆ
い る ことを明 らか に した。
1987年1月27,28日に党 中央委員会総会 が開催 された。総会決 定は,「革命的転換 の必要性 」 を
くの
認 め,総 会で配布 された 「国有 企業法」 の草案 を基本 承認 しだ。 この草案では,企 業管理者 選挙制
は,企 業長に まで及ぶ もの とされていた。 そこで,総 会決定は,こ れが管理者 の権威 を弱 めた り,
中央 か らの計 画的管理 を不可能 にす るのではないか とい う疑惑に答 えるかの ように,次 の よ うに述
べ てい る。「労働集団 におけ る管 理者選挙 制は,単 独 責任制 を掘 り崩 す もの でないばか りか,逆 に
それ を強 め,管 理者 の権威 を高 め,同ll寺に仕事 に対 するかれ らの責任 を高 め,集 団内 で互いに厳格
さを求め るふんい きをつ くりだす。単 独責任制 と,最 重要問題に関 す る意 思決定へ の集 団の参加 と
を結 び付 ける ことは,民 主 主義的中央集 権主義,集 団に依拠 した計 画的指導 の原則 を深 化 させ,発
展 させる ものであ る。」 また,ノ ー メンクラツーラ との関係では,「非党員の同志 たちのなかのす ぐ
れた組織者 を,責 任あ るポス トに,よ り積極的 に登用 すべ きであ る」 と述べ られ,党 に よる管 理職
独 占に必ず しも固執 しない との姿勢が明 らかに された。
法案 は,総 会決 定に基 づい て全人民討議 に付 され,そ の結果,企 業管理 者選挙制 に直接 かかわ る
部分 で も若干 の修正 ・追加 を施 されて法律 として採択 された。比較的重 要なのは,3点 にわた る追
加 と,1点 の修正 であ り,こ れ らには,全 人民討議の過程 で出 され た次 の ような意 見が反映 され て
いた。第一 に,選 挙 の候補者 の募集 について,公 募 を原則 とす ること を明記すべ きだ とい う意 見が,
教員,経 済学者,歴 史家 らに よって出 された。 その理 由は,複 数 の候 補でない と選挙 が形式的 な も
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のにな って し まうとい うことであ った。第二に,法 案では,選 挙 で選 ばれた企業長 は上級機関 に よ
って承認 され ることにな っていたが,承 認 されなか った場合 の手続 きを明確 にすべ きだ とい う意見
が法学著 たちに よって出 された。 かれ らは,「選挙制原則が たん なる形式 に転化 して しまうこと」,
「労嫉 団の声が実質的には騰 的な性格しかもたなくな鵜 ことを徹 していた。 第ヨ こ,灘
では,企 業 長の任期は5年,企 業長 よ り下 の レベルの管理者 の任 期は2-3年とされていたが,後 者
の任期 も5年 とすべ きだ とい う意見 が,共 産党 の工 場組織,地 方 組織の書記 か ら出 された。 かれ ら
は,2-3年の任期では,長 期的 な展望 をもって働 くことができない し,仕 事 に慣 れて自分の知識 ・
ゆ
能 力を発揮 す ることもで きない,と 述べていた。第四に,法 案で は,選 挙制 は ラインの管理者 に適
用 されるこ とに な っていたが,ス タ ッフについては言及 されてい なか った。共産党 の地方組織 の書
記,学 者 らは,ス タ ッフはおおむね資格 の高 い働 き手であ るこ とを指摘 し,ス タ ッフには選挙制が
ゆ
適 用 されない ことを明記すべ きだ と主張 した。
全人民討議 の過程 で出て きた この よ うな意見の うち,第 一 と第 二は選挙制 を形骸化 させない よう
に との見地,第 三 と第 四は選挙 制の弊害 を阻止 し ようとの見地 か らの意見 といえ よう。 おそら くは,
これ らの意 見 を考慮 に入 れ て原案 が修 正 されたが,本 質的な修 正ではなか ったので,ソ 連最高会議
で6月29'日に行われた ソ連閣僚 会議議長 ルイシコフの説 明は,そ れ までの党指導部の見解 と局主
にゆ
旨であ った。 その翌 日 「国有企業 法」は採択 された。
以上の よ うに,党 指導部は ゴルバチ ョフ政権成立 直後 か ら,労 働者の管理参加の政治的 ・経済 的
意義 を高 く評価 してい たが,ペ レス トロイカの開始 に至 る過 程で,そ の意 義 をい っそ う重視 す るよ
うにな り,管 理者 選挙制導入 を主導 してい った。 その さい党指導部 は,ノ ー メンクラツー ラ制の一
定 の破綻 す ら覚悟 しつつ,形 式 的でない実質 的な選挙制 を確 立 し ようとしていた。
(2)「国有企 業法」
前述の ように 「国有企業法」は,国 有企業 の独 立採 算制 の強 化 と,労 働集団に よる自主管理 とを
基 調に した ものであ ったが,そ れに応 じて,国 有企業 の所有関係 上の性格 に変更 が もたら された。
すなわち,「労働集団 は,.主人公 として全人民的財産 を利用 する(llO」b30BaTb)」(第1条第2項),
「企業 におけ る全権 を もった主人公 であ る労働集団は,生 産的 ・社 会的発 展のす べ ての問題 を自主
的 に解決 する」(第2条 第3項),「企業は企業財産の 占有 ・利用 ・処分 の権限 を行使 する」(第4条
第1項),な どの文言 にみ られ るように,国 有企業 の所有主体 を全人 民(国 家)と しつつ同時 に,
企業(労 働集団)に 所有権(占 有 ・利用 ・処分 の権限)の 行使 を認めてい る。 この ように企業(労
働集団)の 権限 を強め た うえで,一「企業 の管理は,民 主集 中制 の原則,中 央集 権的指導 と労働集 団
の社会主義的 自主管 理 とめ結合の原則 に基づい て行われ る」(第6条 第1項)と している。 したが
って,国 家 と労働 集団の共 同管理構想は締董持 されつつ,同 時に,そ こでの労働集団 の地位が高め ら
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れ てい ると考 え られ よう。 そして,そ の共同管理 の要 としての企業長 については,「国家 と労働 集
団の利益 を代 表す る」(第6条 第3項)役 割を もつ もの と明記 された。
党の問題 については,「企業 の党組織 は,集 団 の政治的 中核 として,… …全集 団,集 団の 自主管
理機関,労 働 組合,コ ムソモール組織 その他の社会団体の活動 を方向 づけ,管 理部 の活 動に対す る
統制 を行 う」(第6条 第1項)と 述べ られ,企 業管理へ の党の関与 の余地 が存 在す るこ とが確 認 さ
れた。
管理者人:事については,概 略次 の ように規定 された(下 線部 は法案 に対 して追加 または修正が な
された部分)。企業長,工 場長,職 場長,支 所 長,職 区長,農 場長,組 長,職 長,班 長 につい ては,
「選挙制(原 則 として,公 募 に基づ く)」が適用 される(第6条 第2項)。
企業長は,「労働集団 の総 会(代 議員会議)に おいて,秘 密投票 または公開採決(総 会 または代
議員会議の判断に よる)に よって,5年 任期で選出 され,上 級機関に よって承 認 され る。 労働集 団
に よって選出 され た候補者 が上級機関 忙 よって承認 されない場合 には,再 選 挙グ行 われ うqこ の さ
い上級機関は,労 働集 団に,選 挙結果 の承認 を拒否 しな理 中豊 説明 重る義務 を負 う」。 企業長 は,
「労働集団の総 会(代 議 員会議)ま たは その委任に よ り労働集 団評 議会の決 定 に基 づい て,上 級機
関 に よ.り,任期 の途 中で解任 され る」。
工 場長,職 場長,支 所 長,職 区長,農 場長,組 長,職 長,班 長 は,「対応 する労働集 団に よって,
秘 密投票 または公開採決 に より,5年 以下の任期で選出 され,企 業長に より承 認 され る。上記 の長
は,対 応す る部 局の労働集団 の決定 に基づいて,企 業長に より)任 期の途 中で解 任 され うる」。
「企業 長代理,企 業 の法律部 長,経 理部 長,品 質管理部 長は,定 め られた手続 きに よ り,企 業長
に よって任命 され,解 任 され る」(第6条 第3項)。
以上 の ように,「国有 企業法」 は,1企業 のラインの管理職 すべてについ て,労 働集団 に よる選挙
と リコールの制度 を定 めたのであ る。 それは,企 業 に対 す る国家 と労働集 団の共同管理,企 業 にお
け る主人公 としての労働 集団の地位,国 家 と労働集 団の双方 の利益 の代表 者 と'しての企業長(企 業
管理部),を 前提 とす る ものであ った。
(3)管 理者選挙制 の運用
1988年1月1日に 「国有企業法」が施行 された後,2 .月初めには,ソ 連労働 ・社 会問題 国家 委員
会 と全 ソ労評 が作成 した 「労働集団評議会の選出,な らびに,国 有企業(合 同)の 管理者 選挙,専
ゆ
門家公募 の実施 の手続 きに関 す る勧 告」 が,党 ・政府 ・労組に よって承 認 された。 この勧 告のなか
では,「国有 企業法」 で定め られた管理者選挙 の実施 に関 して,党 ・政府 ・労組 が望 ましい と考 え
る手続 きが,よ り詳 細 に示 されてい た。 その 内容 を,「国有企業法」 の規定 と重複 しない範囲で,
以下 に要約 してみる。
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管理者選挙の準備 と実施は,基 層党組織 の指導 の もとで行われ る。 その さい党組織は,ソ 連 共産
党の要員政策 を実施 し,国 ・労働集団 ・勤労者個人の利害 の有機 的結合 を保 障 し,広 範な民主 主義
と公開1削に基づい てこの仕事 を行 う(前 文)。企業 の労働集団評議会 は,職 場の特殊性 を考慮 して,
選挙 で人 員補充 され る各1職務 について,選 挙 の実施 日程 を定 める(第7項)。 高等 ・中等の専門教
育施設 を卒業 して企業 に配属 され る若 い専門家 は,選 挙 で人 員補充 される職務 に,企 業 長に よ って
任命 され る。 その さい,当 該集団 の評議会 の同意 を得て,選 挙は行わない(第8項)。 新 たに建 設
または創設 された企業の管理 者た ちは,上 級機関に よって任命 され る。 この指導者 た ちの任期 は,
上級機関 の同意 を得 て,労 働集 団評議 会に よって決定 され る・(第9項)。
管理者 の選出は,い くつかの段 階 を経て行われ る。 まず,候 補者の推 薦,募 集 の段 階があ る。選
挙 に基 づいて人 員補充 され る職 務に,候 補者 を推薦 で ぎるのは,党 ・社 会組織,労 働 集団評議 会,
企業管理部,構 成単 位の集団,な らびに上級 組織であ る。 勤労者個人 も自分 の候補者 を提案 す る こ
とがで きる(第10項)。 もっとも立 派な管理職候補者 を発見 す るために,選 挙 陪原則 として複数候
補 で行 われ る。当該集団の決 定が あれば,職 長,班 長,職 区長,農 場長,組 長な どの選挙は,公 募
せずに行 って も よい(第11項)。 管理 者選挙についての公示,応 募書 類提 出期限,候 補者 の職業資
格 その他 の資格要件 についての情 報は,部 門,共 和国,地 方,工 場 の印刷物,壁 新 聞,そ の他 の情
報媒 体 に,定 め られた選挙F1の1ヵ月以上前 に発 表する ことが望 ましい。候補者の推薦,な らびに
選挙の立候補受付は,原 則 と して,選 挙開始 の2週 間前に終了す る(第 玉2項)。
次 に,候 補 者の審 査の段 階。選挙 を実施 するために,企 業 の労働集 団評議会 と管理部 との共同決
定に より,審 査委員会 を設 置す る ことがで きる6こ の委員会 には通常,労 働集団評議会,管 理部,
党 ・労組 その他 の社会組織 の代表,な らびに,先 進的 労働 脅,学 者,当 該企業 な らび にその他の企
業 ・組織 ・上級管理機 関の指導的 専門家 が加 わ る。審査委 員会は管理職候補者に ついての情報 を得
て,か れらの業務的,政 治的,専 門的,道 徳的資質な どを調べ る。選挙準備のた めの組織的 ・技 術
的活動は,労 働集団評議会の委任 を受け て,企 業の要員部 に よって行われ る(第13項)。 管理職候
補者 には,企 業についての知識 を得,自 分 が興味 のあ る情 報 を入手 し,企 業の当該部 局 を訪問す る
ための機 会が提 供 され る。審査委員会は,企 業 または その部 局が直面 するもっともアクチ ュアルな
課題 の解 決についての提案 を作成 す るよう,候 補者 に求 め るこ とが できる。審査委員会は,資 料の
検討 な らびに候補者 との面談 に もとづ いて,候 補者 の うちの何人 かに応募 を取 り下 げ るよう勧 告 し
て もよい(第14項)。 審査委員会は,面 接 、候 補者の提 案の検討,な らびに提出 された書類 の分析
に基づいて,党 ・ソビエ ト・労組の機関,労 働集団評議会の意見 を考慮 した うえで,候 補者 たちに
ついての結論 を出 し,そ れを労働楽日=i総会(代 議員会議)に 通知 す る。 その さい審査委員会は集団
に対 して,特 定 の候 補者 を選出す る よう勧告す ることは差 し控 える(第15項)。候補者 名簿 と,か
れ らについての主 な情 報は,原 則 として,選 挙の1週 間前 までに集団に通知 され る。当該 部局の イ
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ニシ ャチ ブに よって,候 補者 との面談 を行 って もよい(第16項)。
最後 に,選 挙集会 の段 階。管理 者選挙 のための総会(代 議 員会議)は,審 査委 員会の資料 を検討
し,被 選挙 人名簿 を確 定す る。 被選挙人 名簿 に載 った候補者 には,集 団の前 で演説 し,自 分の公約
を発表 す る権利が与 え られ る。討 論には,労 働集団 のすべ ての メンバ ーが参加 でき る(第17項)。
管理者 選挙 の さいの総 会の定足数は,集 団員総数 の過半数,代 議 員会議 の定足数 は,代 議員総数 の
3分の2以 上 であ る。 出席者 の過半数 の票 を獲得 した候補者が 当選 とされ る。 もし,過 半数 の票 を
獲得 した候補者がいな ければ,再 投票が行 われ る。再 投票には通常,得 票数上位2人 の候補者 が残
され る。 もし再投票 で過半数の票 を獲得 した候補者 がいなければ,選 挙はや り直 され る(第19項)。
企業(合 同)長,合 同構成単位 の長 の選挙 実施手続 きに違反があ った場合 は,上 級経済機関 と労
組機 関の合同審査 を求 め ることがで ぎるし,企 業の部局 の管理者,職 長,班 長 の選挙手続 きに違反
があ った場合 は,労 働集 団評議 会が,企 業の管理部,労 組委員会 と合同で審査す る(第24項)。
各企業 では,「国有企業法」 に基 づいて,な らびに,本 「勧告」 と職 場の特徴 とを考慮 に入 れて,
管理者選挙 手続 き規 定が作成 され,そ の規定 は労働 集団総会(代 議員会議)で 承認 され る(第25
項)。
この 「勧告」'に見 られ るように,党 ・政府 ・労組 の指導部は,企 業 管理者選挙 が,労 働集団 に よ
って民 主的に,し か も企業の党組織 労組委 員会,上 級機関の関与の もとで行 われ ること,公 募 に
基 づ く選挙 とい う原則 をすべ ての場合 に機械 的に適用 しない こ と,十 分な準 備 を経 て選挙が行 われ
る ことを期待 していたのであ る。
企業 管理者 選挙は実際に行われた。「国有企 業法」 制定に先立つ1987年1月30日に は 早 く も,
マ イ クロバ ス工場 「ラーフ」(ラ トビア)で 企業長選 挙が行 われていた。 これは企業管理者選挙の
なかで もっとも全 国的 に有 名 とな った もので あ り,そ の成功が再三喧伝 された。上に紹介 した 「勧
ゆ
告」 に述べ られた よう手続 きで選挙が行われ てお り,お そ ら く 「勧 告」 のモデルで もあ った と思わ
ゆ
れ る。 その後 も,各 地 で企業 管理者選挙が行わ れた。企業管理者選挙 の普及度 を示 すデータを以下
に時系列的 に示 してみ る。 ソ連国家統計委員 会の行 った抽 出調 査の資料 に よる と,工 業 と建設業に
お いて,1987年末 までに,3万6,000人以 上の企業 管理 者が選出 されていた。 その うち,1万8,000
くロの
人 は職 長,約1万1,000人 は 工 場 長,職 場 長 ら,3,000人強 は企 業 長 で あ った。1988年6月1日 の
ゆ
時点 では,企 業 長e?5人に1人,職 長 の10人に1人 が,選 挙 で選ば れていた。 同年 夏に開催 され
た全 ソ企業 長 クラブ第10回 会議の さいに,出 席 した74人の企業長に対 して行われたア ンケ 一一ト調
　
査 では,実 際に選挙 の洗礼 を受 けた と回答 したのは3-5人で あ った といわれ る。 同年 のあ る論文 に
よれば,労 働 集団は,企 業 の中級管 理者の5-8%に ついて,ま た,企 業長の約20%に ついて,
　
人 事上の影響力 を及 ぼ した。1989年には,生 産部門 で,企 業長の20%強,職 長 と職場長 の6-8
⑭
%が,公 募 で選ば れていた といわ れる。 同年10月 中旬に開催 された全 ソ企業長 クラブ第13回 会
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議 の さいの出席者92人 に対 するア ンケー ト調 査の結果 を見 ると,回 答者 の51%が 選挙 で選 ばれ
ゆ　ウ
ていたが・ その うち81%は 候補者 がただ一人 であ った。1990年以降につい ては,こ の種 のデー
タは見あた らない。
これ らの数字か らいえ ることは ,企 業管理 者選挙制はた しかに急 速に普及 したが,管 理 者人事 に
おいて実質的 な選挙制 が優 位 を占め る事態は生 じていない,と い うことであ る。
注(1)KIICGo肛epecTp砿Kc,M.,1988,cTp.122-126.
(2)rソ 連 共 産 党 第27回 大 会 資 料 集 』67-68頁 。.,
(3)同 書,118頁 。
(4)『 ゴ ル バ チ ョ フ 演 説 ・論 文 集 』 第2巻,国 際 文 化 出 版 社 ,1987年,8,22頁 。
(5)KnG(】Bpe30nlouMflxUpellleHvaflx,M.,ToM15,cTp.356・一359.「国 有 企 業 法 」 の 草 案 は1商 田 遊 ほ か








・ω ・C・6P・ 肥n・ ・TaH・B・踊 ・pa助T・xb・T・aCGGP・N・ 、9,1988'P.t・Tp.139-149.
⑫ 『今 口 の ソ 連 邦 』1987年5月1日 号 ,2-7頁;9月15日 号,22-25頁 。
G3)例 え ば,『 今 日 の ソ 連 邦 』1988年5月1日 号 ,38-41頁;1989年5月1日 号,6-11頁 。
αの た だ し,「 民 主 的 な 方 法 」 でmel.1・tされ た 人 々 の 比 率 は,わ ず かL5%で あ っ た と い う 。 《GOIIHaA"CT"「{e・












上述の ように・「国有企業法」に基づいて企業管 理者選 挙制が実施 されてい ったが,1989年10月
2Hに ソ連政府 は,新 たに 「社会主 義企業法」草案 をソ連最高会議第2会 期に上程 した。 ルイ シコ




った。 冒頭で ルイシ コフは,こ れ らの法案 の意義 について概略,次 の よ うに述べ た。 ペ レス トロイ
カは まだ経済 的成果 をあげてい ない。経済改 革の過程 で得 られた教 訓 を活か し,経 済改革が生み出
した新 しい状況 に合わ せて,改 革 をい っそ う深化 させるための法的 基礎 をつ くる必要 がある。 ただ
し,「社会 主義的 市場 経済 の法的基礎 の形成」 を直接め ざす ものではない。「社会主義的市場経済の
形成 」は今 の ところ,「一般的願望 であ り,し ぼ しば抽象的で,思 弁的な構想」にす ぎない。
「社会主義企業法 」の草案 その ものは公表 されなか ったが,ル イシコフの説 明か ら類推 す る と,
それは 「国有 企業法」 と比較 レて2つ の重要 な特徴 をもつセいた。 ひ とつは,企 業 に とって根本的
な諸 問題 の決 定にお け る市場 の役 割の高 ま りを予定 して,企 業 の経済的 自主性 をい っそう強め よう
とす る もみであ った こと,も うひ とつは,国 有企業,賃 貸企業,協 同組合企業,合 弁企業,株 式会
社 な ど,す べ ての所 有形態 の企業 の平等性 を認 める もの であ った こと,で あ った。
「国有企業法」 に定 め られた企業 管理者選挙 制の規 定 も,新 しい法律 では次 の ように修正 され る
はずであ った。一般 に企業 において,生 産 手段所有者 が,労 働集団 の社会組織 としか るべ く相談 し
た うえで,管 理者 を選抜 す る。 国有企業 におい ては,上 級機関 が企業長候補者 を推薦 し,労 働集団
総 会がかれ を承 認 す る。集 団が候 補者 を拒否 した場合 には,上 級機関 は新 しい候補者 を提 案す る。
工 場長,職 場長,部 長等 は,企 業 長に よって推薦 され,当 該集団総会 に よって承認 され る。つ まり,
「国有 企業法」 で定 め られてい た,「集団に よる選挙 → 所有者 ・上級者 に よる承認」 とい う手続 き
が,「所 有者 ・上級者 に よる推薦 → 集団 に よる承認」 とい う手続 きに変更 されるこ とに なっていた。
また,「国有企業法」 の 「管理者 は,労 働集団 の決定 に基 づいて,任 期途 中で解任 され うる」 とい
う規定 は廃 止 され るこ とにな っていた ようであ る。
この ような修正の理 由については,次 の ように説明 された。眼 目は,生 産の管理の民主化 を単独
責任制 や規律 と結び付 け ることにあ る。企業管理者選挙制は,2つ の点 で誤 って いた。第一に,そ
れは企業 管理者 の活 動の安定性 を損 な った。企業 管理者 たちの流動性が著 しく高 ま り,そ の結果,
労働 規律 が弛緩 し,労 働時間 の喪失 が大規模にな った。企業 長は,自 分の管理す る集 団の成員 た ら
の変わ りやすい気分 に左 右 され,必 要な権限 を もてない でい る。第二に,そ れは,十 分民主的でな
い。労働 集団が管理者 を選 ぶが,所 有 者 ・上級者はか れ を拒否で きる。 この2つ の欠 点 を克服 する
べ く,上 の ような修 正が施 され ようとしたのであ った。
つ ま り政府 は,企 業 管理者選挙 制にい くつかの問題があ ることを認めて,そ の廃止 を企図 したの
であ る。 しか し,管 理者人事 に労働 集団が関与 す ること自体には反対の立場 をとらなか った。特に
国有企業 については,新 たに提案 された方式 は,ル イシコフの言葉 を借 りれば,「国有企業法」 よ
り 「もっと民主的」な方式,す なわ ち,「管理 者選 出匿おけ る最終決定権が もっぱ ら労働集 団に帰
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属す る」方式であ った。
この 「社会主義企業 法」草案 は,第2回 人民代議 員大 会の審議 に付 され る ことに決 まったが,後
に述べ るように,こ の大 会に提出 された新 しい法案におい ては,上 述の ような 「管理者選 出にお け
る最終決定権が もっぱ ら労働 集団に帰属す る」方式 は採用 されなか った。 この ような法案修 正へ向
か って影響 力を行使 した組織 として,全 ソ企業長 クラブがあ った。 「社会主義企業法」 草案 の作 成
にお いて中心的 な役割 を果 た していたのは,ソ 連最高会議付属の工 業 ・エ ネル ギー ・機械 ・技 術常
設 委員会 であ ったが,こ の委員会の メンバ ーの ひと りの タタルチ ュー クとい う人物は,あ るパ ルプ
・製紙 コンビナー トの長 であ り,こ の クラブに も関与 していた。かれの提案に よって,こ の委員会
は,法 案 の修正に おいて意見 を尊 重すべ き関係団体 のひ とつが全 ソ企業 長 ク ラブであるこ とを認 め
ゆ
る決 定 をしていた。
この クラブの総裁の アガ ンペギ ャンは,同 年5 ,月20-21日に開催 さ れ た クラブの第12回 会議 で
すでに,仕 事上の能 力 ではな く別 の資質 を規準 として管理者 が選挙 されてい る こ とを理 由に,「現
ゆ
在のか たちでの選挙制 は,数 年後 には やめねばな らな くな ると思 う」 と述べ ていた。 ソ連最高会議
第2会 期で 「社会主義企業法」草案 が提 出 された直後 の10月半 ばに開 かれた第13回 会議 では,企
業 が だれの ものか不明確 なので上級機 関 と労働集 団評議 会の どち らに顔 を向け て よいかわか らない
こと,労 働者の賃金は上 がるのに管理者 の賃金 は据 え置 きにな ってい る こと,管 理者 選挙制 に よっ
て管理者 の権威 と専門性が損 なわれてい ることな ど,企 業 管理者 人事制度にかかわ る不満の声 が多
く聞かれた。 それ らについ て具体的 に どの ような改革 を求 め るのか,意 見の一致 はな く,選 挙制 を
支持 す る発言 もあ った。 しか し,そ れ らの問題 も含 めて,法 案全体 についての クラブの見解 を 「ソ





済改 革の諸段階,次 期5ヵ 年 計画作成 にの ぞむ基本的 姿勢 を明 らかにす る報告 を行 った。報 告の 冒
頭 では,物 不足 その他 の経済 の否定 的な現 象が,社 会的 緊張 を生 み出 してい る こと,こ の ような状
況か ら脱 出せねばな らない ことを述べ た。 そ して,1995年までの5年 間 に,市 場 を,「社会的生産
参加者 の効率的活動 を促進 す る積極的用具 に転化 させ る」 とい う経済改 革 プログ ラムを示 し,そ の
第1段 階の諸措置のなか に,「社会主 義企業 法」 その他 の経済立法 を位 置付 けた。
それに続 いて ルイシ コフは,再 び企業 管理者選挙制廃止の考 えを説明 した。 しか し,そ れは10
月の最 高会議での もの とは本質的に異な った ものであ り,以 下の よ うな内容 で あ った。 「国有企 業
法」 の企業 管理者選挙 制の規定は,次 の ような修 正 を受 け るべ きであ る。一般に企業 におい て,生
産 手段所有者 こそが,経 営管理者の選抜 ・雇用の原則 と手続 きを定め るべ きであ る。 国有企業 の企
業長 は,そ の 「生産手段 の所有者 である国家 の代表」 であ るか ら 「選出 され るの ではな く,(国家
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に よって)任 命 されね ばな らない」。た だ し,「要員問題 において……社会組織 と労働集団の役割は,
けっして減 少 しない。つ まり,国 有企業 の企業 長の人事 につい ては,ペ レス トロイカ以前の方式 に
ほぼ復帰 し,社 会組織 と労働集団 の 「意見 を考慮 して」上か ら任命 ・解任 す るように し よう,と い
うことであ ろ う。
この ような提案の根拠 は次の ように説 明 され た。 「管理者 の高 いプ ロフ ェシ ・ナ リズム,複 雑で
つねに変化 す る条件の もとで仕事 を行 う能 力,な らびに,権 威 と社会的保護 は,つ ねに,成 功のた
めに必要 な前提 であ る。管理者選挙制の最初の経験は,短 い もの ではあ るけ れ ども,こ の制 度をあ
らゆ るところで導入す るこ とには,.プラス面だけでな くマ イナ ス面 もあ る,と い う結論 を出す こ と
を可能 に してい る。 この問題の解決に つい ての基本的態度は どの ような ものであ るべ きだろ うか。
管理 はつねに所有 の機 能 とな ろ う。 まさに生産手段所有者 こそが,経 営管理者 の選抜 ・雇 用の原則
と手続 きを定 め るのであ る。」'すなわ ち,優 秀 な管理者 を登用 し,か れに仕事 を しゃすい環境 を提
供するためには,管 理 者人事権 を所有者が占有 しな ければな らない,と 主張 されたの である。
.・人民代議員大 会は ソ連 閣僚 会議 に対 して,「社会主義企業法」 等の法 案 を さらに検討 し,ソ 連暴
くの
高会議第3会 期 の審議 に付 す ことを委任 した。
ソ連最高会議第3会 期 が開 かれ る までの間に,企 業管理者人 事制度に関連 して注 目すべ き2つ の
ことが起 こ った。 ひ とつは,1990年3,月の憲法改 正 で,憲 法第6条 にあ った一党独裁規定 が削除 さ
くの
れた ととで あ る。 これに よって,企 業管理者人事への党の関与の法的根拠 が失わ れた。
もうひ とつは,同 年5月 頃に開催 された全 ソ企 業長 クラブ第14回 会議 が,「全国 の工業企業 の企
　ラ
楽長への ア ピール」 を発 し,そ のなかで,企 業 管理者人 事の改 革 について,具 体的な提案 を した こ
とであ る。 この ア ピールは まず,「それな しには現代 の生 産 を効率的 に発 展 させる ことが で きな い
ところの 単独責任制に,企 業長選挙 制が途方 もない害 を及 ぼ した」 ことを理 由 と して,企 業長選挙
制に明確 に反対 した。 それ と同時 にア ピー ルでは次め ように述べ ら れ た。「企業長の俸給が低い こ
とは,企 業長 の権威 を維 持す る助け とな らない。法 令で企業長 の社会的保護 を確 立す ることが必要
であ る。 われわれは,企 業 の労働集団 が企業長 をコン トラク トに基づいて雇 用す るとい う方式 を支
持 する。」
企業 長選挙制廃止は すでに政府 に よって提案 されていたが,コ ン トラク ト制の導入は新 しい提案
であ った。 コ ン トラク ト.は労働契約(AOI'OBop)の一形態 であ るが,法 学者の見解に よる とt.内容
が詳細 であ り,仕 事 兜賃金 の問題 だけでな く社会 ・生活分野 の問題 に もか かわ る諸条件 を含 んでい
ること,マ 回性 の もので ある こと,文 書の形態 を とっている こと,有 期 であ ることを,そ の特徴 と
くの
してい る。 クラブの会議 の発言著 たちは,特 にア メ リカの経営者 が企業所有者 と結 ぶ コン トラク ト
を念 頭におい ていた。 す なわ ら,コ ン トラク トには,利 潤に応 じた俸給,し か も相 当高額 の(「一
くゆ
国の大統領 よ り高い」 こともある)俸 給 が定 め られ るべ きだ と考 えていたのであ る。
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コン トラク ト当事者 として労働集団 を指定 した点 も,ル イシコフ演 説の発想 とは 異な っていたが,
これは,積 極的な主張 ではな く,「国有企 業法」が企業管理者人事 を労働集団の専決事 項 と して い
たの で・ とりあ えずそれを踏襲 しようとしたにすぎない と思われる。 この会議にお いて,ク ラブの
総 裁の アガンベ ギ ャンは,あ る工場長か ら 「だれ とコン トラク トを結 ぶ ことにな るのか」 と問わ れ
て・「所有関係は複 雑で多様 であ る。 所 有 をだれかにr固 定』 す ることはで きない。 省 を唯一の企
業所有者 とい うことはできない」 と述 べ,州,共 和風 銀行,労 働 集団 な ども企業 財産にたいす る
一定 の権利 をもち,し たが って,コ ン トラク トの主体 とな りうることを示唆 したが,明 確 には回答
しな か った。 また,
.ある経済学者 は,「企業長 に とって自分が任命 され るか,選 出 され るか,雇 用
されるかは重要 でない。 自分 を任命 した り,選 出 した り,雇 用 した りした人 と契約 を結ぶ のだ」 と
ロゆ
述べ ている。全体 と して出席者た らは,コ ン ト.ラク ト制 を導入 す ることその ものには熱心 であ った
が,コ ン トラク トを結ぶ相 手が だれであ るかにはあ まり関心 がなか った。
以 上の ように1989年秋 から,ソ 連政府 と全 ソ企業 長 クラブが企 業管理者選挙制廃 止へ向 か って
積極的 に動いたのであ る。両者 は共通 して,こ の制度の経済的マ イナス効果 を指 摘 し,マ イナ ス効
果 が もた らされ る原 因 を,企 業 長の専門性 と権威が この制度に よって損なわれるか らだ,と 説明 し
た。政府は 当初,技 術的 な方法 で この問題 を解決 しよう と考 えていたが,市 場経 済移行 を 日程にの
ぼせるや,「管理は所有の機能 」 との論理の もとに,管 理者人事に関 する労働集 団の決定権 そ の も
の を否定す るに至 った。 これに対 して全 ソ企 業長 クラブは,管 理者の専門性 と権威 を脅か す選 挙制
に不満 を もつ と同時に,報 酬が低 いことを特 に問題祝 していた。 そこで,「企業 の労働集団 が企業
長 を コン トラ ク トに基 づいて雇用 する とい う方式」 を要 求 したのであ る。 この ように両者は,微 妙




それは1990年6月4日 に採択 された。 企業 管理者人事 に関連す る 「企 業法」の規 定 を,上 に紹介
した 「国有企業法」 の規定 と対比す るかた ちでみる と,次 の ようにな ってい る。 まず,企 業 の管理
の… 般的な原則 を示 した第14条第1項 は,「企業 の管理 は,そ の定款 に したが って,労 働集団の 自
主管理 原則 と,自 己の資産の経営的利用(xo399CTBetmoeBeAeHxe)にかかわ る所有者 の権利 との
結合 に基 づいて行 われ る。 ……所有者は,直 接 に,ま たは所 有者 に よ り権限 を与 え られた機 関 を通
じて,企 業 の管理 にかかわる自己の権利 を行使 す る。」 と述べ てい る。 これは,所 有者 と労働集 団
との共 同管理の構想 を示 す もの であろ う。「国有企業法」 におけ る国家 を所有者 とみなす と,「企業
法」 の この規定は,所 有者の範 囲 を国家 以外に も拡 張 しつつ,「国有企業法」 と同 じ原 則 を採用 し
た ことにな る。 なお,「国有企業法 」にあ った,企 業の党組織 につ いての規定は,姿 を消 してい る。
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これは,3月 の憲法改正 で一党独裁 の規定 が憲法 か ら削 除 された ことの反映 であ ろ う。
しか し,労 働集団 に よる自主管理 の内容 は狭 め られ,労 働集 団は,管 理者人 事権 をほぼすべ て失
ってい る。企業長人事 については,次 の ように規 定 され てい る。企 業長の雇用(任 命,選 出)は,
「企業 資産の所有者 の権限であ り,所 有者 に よって直接に,ま たは所有者 の委託 を受 けた機関 を と
お して,あ るいは企業管理 の権限 を委譲 された企 業評議 会,理 事会,そ の他 の機関 を とお して実現
され る」(第14条第2項)。 「企業長 を職務 に雇用(任 命,選 出)す るさいには,当 人 との聞 で コ ン
トラク ト(契約,協 定)が 締結 され」,そ の コン トラク ト(契約,協 定)に は,企 業 長の権限,義
務 責 任,か れに対す る物的 保障の条件,解 任 の条件が定 め られ る(第19条 第1項)。 企業 長 を任
期 満了前に解任 する場合 には,コ ン トラク トまたは現行法 の定 め る根拠 に よらねばな らない(第20
条第3項)。
企業 長代 理,管 理機 関の各担 当部 門の長,企 業 の携造 単位(工 場,職 場,部,課,職 区,農 場,
その他 これに類す る企 業 と合 同の構造単位)の 長,職 長,上 級職長は,企 業長が その職に任命 し,
その職 か ら解任 する(第20条 第1項)。
作業班長人事 についてのみ,労 働集 団に よる選挙制が残 ざれてい る.。作業班 長は,作 業班 の労働
集団 の会議 が(秘 密 または公開 の投票 で)選 出 し,当 該 作業班 の所属す る構造単位 の指導者が承 認
する(第20条 第2項)。
なお,法 律 全体の施行 日>i1991年1月1臼とされた が,法 律 の第4篇 の みは公布 と同時に施行
された。 ここで紹 介 した条項 はすべ てその第4篇 に含 まれてい る。
以 上の ように 「企 業法 」は,作 業班 長以外のすべての企業 管理者について,所 有 者 ・上級者が任
命 ・解 任す る方式 を定 めてい る。 その点 について のみい えば,選 挙制か ら任命制への移行であ り,
旧制度 への復帰であ る。 しか し,特 に重要な企業長人事の場合,類 しい制度は2つ の点で旧制度 と
異な っていた。第 一は,人 事 への党 の関 与の法 的根拠 がな くな った こ とであ る。第 二は,企 業長 と
所有者 とのあいだで コン トラク トを締結 す るもの とされた こどであ る。 こう して,「企業法」 の も
とでの企業 長は,労 働集 団に よって選挙 され る渚 か ら,所 有者 ・上級者 に よって任命 され る者 に な
った と同時 に,党 に よって配置 され 「国家 と労働 集団の利益 を代 表す る」者 か ら,所 有者 と,自 己
の権利 ・義務 ・責任 ・報酬につい て コン トラク トを締結 して職務 につ く者 とな ったので ある。
しか し,「企業法 」制定に よって も,企 業 長の選挙制 か ら任命制 への移行 は,す ぐには実現 され
なか った。 その実現 を図 るべ く,ソ 連閣僚 会議は,1990年10月23口付 で,「連邦国有企業企業 長
ゆ
の雇用 と解雇の手続 きにつ いて」の決定 を行 った。 当時,ソ 連閣僚 会議付 属経済改革委 員会の管 理
組織改革部副部長 であ ったア レー フィエ フは,こ の決定 を解説 す るなか で,次 の ように述べ てい る。
「企業法 」の企業長 人事 権についての規定 は,「5か 月前に施行 されたが,国 有企業 では まだほ どん
ど現実 の もの とな っていない。 その原因はい くつかあ る。主 な原因は,国 有企業 の所有者 な らびに
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所有者に よって全 権 を付 与 された機 関 とは何 かについての理 解の しかたが多数あ ることであ る。 こ
れ らの概 念の解釈 をめ ぐって実際にい くつかの紛争が起 こ った。 そのために,企 業長 を職務 につか
せ る方式 につい て も明確に するこ とがで きなか った」。
ア レーフ ィエ フ自身は,具 体的に どの ような解釈の相違がみ られ たか述 べ てい ないが,ル イシ コ
フの意図 と異 なる解釈 として,3つ ぐらい を挙げ ることが できる。第 一に,国 有企業の所有者 は国
家 ではな く労働集団 であ る とい う解釈が ある。 た とえば,法 学者の シ ャーホフは,さ きのルイ シコ
フ演説 を批判 し,「生産手段 は,人 民,す なわ ち,実 際 に生産手段 を利用 する社会主義労働集団 に
結集 する勤労 者の ものであ る。 国家機関 その ものは,全 人民財産の一 部の管理 について,真 の所有
　
者 を代表 する役割 を果 たす にすぎない」 と述べてい る。 第二に,「企業法」 施行手続 きについての
ソ連最高会議決定 で も,r国有企業 法」が失効 した とは されてい ないので,「国有企業法」 はなお効
力 を もってい る と考 える余地があ る。 そ う'だとす る と,国 有企業の所有者 はた とえ国家 であ って も,
国家 は,「国有企業法」 を通 じて国有企業 の労働集 団に企業 長人事に関す る全 権 を付 与 して い る と
解釈 で きる。第三 に,「企 業法」施行 手続 きについての ソ連最高 会議決 定には,「国有企業 の資産の
所有 者 どしての権利 を当該企 業の評議 会(理 事会)に 委譲 す る」 とあ る。 その権利に企業 長人事権
が含 まれ るな ら,企 業 長 を任命す るのは,企 業評議会 であ る。 企業評議 会(理 事 会)と は,「企業
法 」 に よれ ば,「それぞれ同人数 で企業の資産の所有 者が任命す る代 表 と企業 の労働集団が選出す
る代表 とに より構成 され る」,企 業 の戦略的意 思決定機関 であ る(第18条)。 以上3つ の うちのい
ずれかの解釈 を採用すれば,固 有 企業の企業長の人事に ついて,国 家には排他的決定権はな く,労
働集団 に排他的決定権,あ るいは共同決定権があ ることにな る。労 働集団に排他的決定権が あるの
な ら,こ れ まで どお り,企 業長選挙制 を維持 する ことも可能 であ る。
1990年10月23日付 ソ連閣僚 会議決定の第1条 は,こ れ らの解釈 を否定 し,以 下の ように定め て
い る。「連邦国有企業企業長 の雇用 は,当 該企業 の管理にか かわ る所有者の権利 を委譲 され た 相応
の ソ連邦省庁 または その他 の機関が,当 人 どコン トラク トを締結 し,当 人 を職 務に任命 す ることに
よって,行 わ れる。 …… コン トラク トを作成 し,連 邦国有 企業 の企業長職 の候補 者 を選抜 す るさい
には,当 該企業 の企業評 議会の提案 を検討 しなければな らない」。 そ して,現 在 の企業長 は1991年
1月1日 までに,省 庁 とコン トラク トを結ばなければな らない とされた。 コン トラク トで定 め られ
るべ き項 目も,よ り詳細 に示 された。特 に注 口すべ きことに,企 業長 の報酬は業 績 と リン クさせね
ばな らない ことが明記 された。 こうして,こ の決定は,連 邦国有企 業の企業長人事におけ る連邦省
庁 の排他的決定権 を確認 し,同 時に,企 業長が業 績に応 じた報 酬 を受 け るべ きだ とす る立場 を明確
に した。 なお,連 邦管轄下 にない国有企 業の企業長 の雇用 ・解 雇については,「企業法 」の枠 内で
共和 国,自 治 体等の裁量 に任 された もの と思わ れる。
この決 定に したが って,ソ 連労働 ・社会問題 国家委員会は,同 年12月20H付 けで 「連邦 国有企
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業企 業長 との労働 契約締結 の コン トラク ト形態 の適 用手続 きに関 す る勧告」 を承 認 した。 この文書
には,コ ン トラク トの 内容が詳細 に定 め られてお り,コ ン トラク トの模範書式が添 え られている。
この模範書式 をみ ると,契 約 当事者は,ソ 連邦省庁 の代 表者 と企業長 に任命 され る者の2老 か らな
って お り,企 業評議会 には コン トラク ト締結に関 して は協議 権 しかない ことが明 らかであ る。
　
1991年3.月7日.には,「企業法 の採択 に ともな う関係 法の改正 ・廃止法」 が ソ連最高 会議 で採択
され.こ の法律 において,「国有企 業法」は失効 とされた。 ・
さらに,同 年4月2日 に制定 された 「ソ連 における市民 の企業活動の一般原則に つ い て」(同 日
　
施行)と い う法律 では,コ ン トラク トに基 づいて活 動す る企業長の活 動は 「企業家活動 の特殊 な形
態 」(第4条)で あ る,と い う印象的な規定が現 わ れた。 ここでい う丁 企業家活動 」 とは 「利潤 ま
たは個人所得 の獲 得 をめざす,市 民 のイ ニシャチ ブに よる自主的 な活 動」(第1条)で ある。-
以上 の ように して,「企 業法 」な らび に一連の法令 に よって,国 有企業におけ る管理者選挙制は,
作業班長 の場合 を例外 と して廃 止 され,噺作業班長以外の管理者人 事へ労働集 団が関 与す る方 法 とし
ては,企 業 評議 会 を通 じて企業長候補者 を提案 す るこ とだけが残 された。 そ して,同 時に,国 有 企
業企業長 は 「企 業家」 と しての位 置づけを与 え られたのであ る。
(3)ロ シアでの妥協
ところで,こ の 「企業法 」'制定 とあい前後 して,ソ 連 邦 を構成 す る共和国のすべ てが独立宣言 や
ゆ
主権宣言 を採択 し,宣 言 のなか で,共 和 国内では共和 国法が連邦法 に優先す るこ とを うた った。 こ
こに,ソ 連政府 と各 共和 国政府 とのあい だで 「法律戦 争」 といわ れる事態 が生 じたが,ユ991年12
月 に ソ連邦の解体 が確定 したの で,現 在 の時点 では連邦 法では な く共和 国法が効 力 を有 してい る。
したが って,国 有 企業におけ る管理者選挙制 につ いて検討 す る場合には共和国法 を も視 野に入れね
ばな らない。 しか し,す べ ての共和国の法律 をカバーする ことは,筆 者 の手に余 るので,こ こでは,
ロシアに限 ってみてみたい。
ソ連邦 の 「企業法」に対応 す るロシアの法律:は,「企業 ・企業家活動法」(1990年12月25日制定,
1991年1月1日施 行)で あ る。 この法律 の施行手続 きに関す る ロシア最高会議 決定(1990年12月
26日)は,ロ シア領 内では ソ連 邦の 「企業 法」 は連 邦管轄企業 につ いて も効 力を もたない と してお
ゆ
り,実 際に2つ の法律は,相 互 に異なる規定 を多 く含 んでい る。国有企業の企業長人事 について も
そ うであ る。
国有企業 の企業 長人事 に関 して,「企業 ・企業家活動法」 に,「企業法」 とは異な る規定 を採 用 さ
せるに至 った要因は,3つ あ った と考 え られる。 その第一 は,「ロシア共和 国主権 宣言」(1990年6
　
月12日)に 「ロシアの国家 資源の占有,利 用,処 分 に対す る国民 の独 占的権利」の要求が含 め ら
れた ことであ る。 これを契機 として,ロ シア指導部は,ロ シア域 内にあ る企業 を連 邦の統 制下か ら
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離脱 させ る方向の政策 を鮮 明に し始 めた。
第二 は,「企業法 」採択後,労 働集団評議 会の活動家 た らが,労 働集団の権利の維持 ・発展 を∂
ざ して結集 した こ とである。1990年8月31日か ら9 ,月4口に,65企業(46都市,労 働者総tW12
　
:万人強)か ら代 表が集 まって,第1回 金 ソ労働集 団評議会代表者会議が開催 された。 この会議は,
労働集 団に よる自主管理 の範囲 を狭 め管理者 選挙制 に終止符 を打 った 「企業法」第4篇 の効 力停」
と自主管理 の発展 を要求す る決議 を採択 し,全 国労働 集団連合 の創立 を準備 す ることを決定 した。
創 立大 会は,.同年12月8日 か ら10日にモ スクワで開催 された。 この大会 には,500あ まりの■」
業(9共 和国,労 働 者総数 約700万人)の 労働集団評議会 や労働者委員 会の代 表が参加 した。大会2
議 は,労 働集団の権 利の擁護 を基調 としていたが,市 場経済移行 には 反対 せず,共 和 国の主権に雀
意 を表明 するな ど,ロシア指 導部 を中心 とす る 「改革派」路線 との共通点 も示 していた。管理者人奪
権 の問 題につい の主張 は,大 会 で選 出 された全国労働集団代 表者評議 会の要 望書 に盛 り込 まれた。
そ こでは,選 挙制復活 は要求 されていな いが,管 理者人 事に関す る決定権限 を労働集団に残 す方ゴ
が求 め られ てい る。 具 体的には,労 働集団 が完全 な経営 的運用権(xo3flficTBeHHoeBeAeHvae)を肇
握 す る場合 には,労 働集団が企業長 との コン トラク トを承認 す る方式,そ れ を掌握 で きない場合}
ゆ
は,国 家機関が労働 集団 との合意 の うえで企業長 を任命 す る方 式であ る。
モ スクワ市 とモス クワ州の労働集 団連 合評 議会の労働者 グ ループは,「企業 ・企業家活動法」6
が
策定 に 「顕著 な貢献 」 を した といわ れ るが,そ の さいに,こ の グループは,上 述 の ような全国労准
集団連合 の要求 の実現 をめ ざ した もの と推測 され る。
　の
第 三 は,連 邦 の 「所 有 法 」(1990年3,月6日制 定,7月1口 施 行)に 対抗 す る もの と して,ロ3
　
アの 「所有 法」(1990年12月24日制定,1991年1月11」施行)が 制定 され,mシ ア領内では連,
の 「所有法 」は柴効 とされた ことであ る。連 邦の 「所有 法」は,所 有形態 の多様性 を承 認 しつつ,
「あ らゆ る所有形態 の利 用は,労 働 者の生産 手段 か らの疎外 お よび人間 に よ る人間 の搾取 を排除 し
なければ な らない」(第1条 第6項)と 述べ,ま た,「私的所有」 とい う言葉 を避 け 「市民所有」 と
い う言葉 を用 いていた。 これに対 して ロシアの 「所有法」 は,疎 外,搾 取の排除 を規定せず,隠
約所有 」 とい う言葉 を用い るな ど,伝 統 的な社会主義 の理念 に由来す る制約 をほぼ完全に取 り払 ・
ていた。
の ちに述べ る ように,こ れ ら3つ の要 因は 「企業 ・企業家活動法」の 内容 に複 雑な影響 を及 ぼ し
たので あ る。
さて,「企業 ・企 業家活動法」 では,企 業 の管理の一般的 原則については,次 の ように述べ らオり
てい る。 「企業 の管理 は,ロ シア共和 国法 令 と企 業の定款 に したが ってお こな わ れ る。 ……財産¢
所有 者 は,直 接に,ま たは所有 者に より権限 を与 え られた機関 をつ うじて,企 業の管理にかかわ る
自己の権利 を行使 す る」(第30条第 ユ,2項)。これ をソ連邦の 「企業法」の規定 と比べ てみ る と,
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「企業 法」にあ った 自主管理への言及 がな く,管 理権は もっぱ ら所有 者に与 えられてい るよ うに み
え る。 しか し,労 働集団につい て述べ た第32条 をみると,そ う とばか りはい えない ことがわか る。
ここでは,企 業が,「国有企業,自 治体企業,な らびに,企 業財産 に占める国 または地 方 ソビエ ト
の出資額 が50%を 超 える企業」 と,そ れ以外 の企業 との2種 類に分 け られてお り,前 者 の企 業の
労働集 団に対 しては,企 業 管:理上の重要な権限が与え られてい る。すなわ ち,労 働 集団は,「設 置
者 と共同で,企 業 の定款 の変更 ・追加 を検討 し,承 認す る」 こ とな どが でき るのであ る(第2項)。
つ ま り,こ の法律 では,国 有企業 な らびに準 国有企 業に限定 して,所 有者 と労働集 団 との共同管理
を認 めてい るとい え よう。
管理者人事 につい て も,そ の原 則は貫 かれてい る。企業長以 外の管理者 につい ては言 及が ないが,
企業長人事 については,次 の よ うに規定 されてい る。「企 業長の雇用(任 命,選 出)は,企 業 財産
所有者 の権限 であ り,所 有者 に よ り直接に,さ らには,所 有 者に より企業管理権限 を委託 された全
権機関 を通 じて行 われ る」(第31条第1項)と いう条文,企 業長 を雇用(任 命,選 出)す るさいに
は,当 人 との間 で コン トラク トが締結 され る(第31条 第2項)と い う条 文は,「企業法 」 とほぼ同
一 であ る。 しか し;国 有企業な らび に準 国有企業 については例 外規定 が設 け られてお り,そ れ らの
企 業におい ては,企 業長 の雇用権限 は 「労働集団 と共 同で設置 者に よって行 使 される」(第31条第
1項).ことに な ってい る。企業 長の性格 については,連 邦 の場合 と同様 に,企 業長の活動は利潤獲
が
得 をめ ざす 「企業家」活 動であ ると規 定 された(第1条 第1項,第3条 第1項)。
この ような法律 の制定 に続 いて,連 邦の 場合 とほぼ同様 に ロジアで も,労 働省 が1991年3月29
　
日付 で 「企業管理者 との労働契約締結 の コン トラク ト形態の適用手続 きに関す る臨 時勧告」 を承認
した。 この文書 では,「企業 ・企業家活動法」 に定 め られ た企業長人事 につい ての規定 は,企 業 構
成単価 の管理者 に も及 ぼ すこ とが できる とされた(第4条 第2項)。 また,こ の文書に添 えられた,
コン トラク トの模範書式 を見 ると,国 有企業,準 国有企業の場合 には,契 約 当事者 は,所 有 者代 表,
労 働集 団代表,企 業長に任命 され る者 ゐ3者 か らな ってお り,労 働集 団に も,コ ンFラ ク ト締結に
関す る共同決定権が与 え られてい ることを確 認できる。企業長 の俸給 については,連 邦の場 合 と同
様,企 業 の業績 に直接結 び付 け られねばな らない とされた(第3条 第4項)。
以上 の ように して,ロ シアで も連邦の場合 と同様 に,国 有企業 におけ る管理者選挙制 は廃止 され,
同時 に,企 業 長に 「企業家 」 としての性格 が付与 された。 しか し,連 邦の場合 とちがい,国 有企業,
準 国有企業 に限 っては,企 業長人事は設置者 と労働集団 との共同決定の対象 とされたのであ る。
「企業 ・企業家活動法」 の法案 作成 にあた ったのは,ロ シア共和 国最高 会議付属の経済改革 ・.所
　
有 問題委員会 であ った。 その委 員会 の副議 長の シュメイ コの こ.の法律 についての解説 を読 む と,連
邦法 と ロシア法 との間 に上 の ような相違 が生 み出 された菅掻 が理解 で きる。 シュメイコは,お そ ら
くこの相違 を念 頭 において,こ の法律の特徴 のひ とつ は 「企業管理 に労働集 団が参 加す るとい う民
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主主義の成果 を維持 し発展 させてい ること」 だ と述べてい るが,そ れに関連 して,次 の よ うに述べ
てい る。
「周知の ように,地 方 におけ る自己 の経済権力 を維持 しよう とす る中央 の活動が最近強 まって
きた。 さ まざまな種類 の合 同,コ ンツ ェルン,ア ソシエーシ ョン,株 式会社の看板の裏 に,省 庁
の官僚 孟義的構造 が隠 されてい る。古い制度の もとの旧企業 長たちは,そ の ようなr新 しい』合
同の長にな って,'自分は,以 前 の国家 財巌 の完全な相続人 なのだ,と 感 じてい る。 こ うい うこ と
はみな迂 回的に行 われ てお り,し ば しば労働集 団の意見に反 して行 われてい る。他面 では,個 々
の企業 または企業構成単位 を合 同か ら分離 し,そ れ らを賃借 した り,あ るいは その他 の先進的 な
経営形態 に移 した りし ょうとい う労 働集団 自身 の決定は,『銃 剣』 で迎 え られ て い る。 ソ連邦 の
『企業法』 は,こ れ らの否定的過程 の進行 を容易に し,労 働 集団 を企業管理 か ら実際 に排除 し,
労働集 団評議 会を廃止 す ることを確実 にしてい る。 ロシア共和国の 『企業 ・企業家活動法』 は逆
に,企 業家 の権利 と義務 を確定 しつつ,企 業家活動に保障 を与 えつつ,同 時に,① 生 産の管理
に おけ る労働集団の権利,② 企業長の雇用の コン トラク トを締結 する さい の労働 集団の参加,
③ 合同への加入,企 業 か らの企業構成単位の離脱,企 業 または企業の…部の賃借 または買取 な
どにつ いての意 思決定の さいの労働 集団の参加,を も保障 してい る。」
この シュメイ ゴの発言か ら,国 有企業の管理者入 事に関 して連邦法 とは 異なる規定 を ロシア法 が
採用 するに至 った背景 には,3つ の要求があ った と考 え られる。第一一は,労 働集団に よる自主管理
を擁護 した い とい うこ と,第 二は,企 業家活 動の権 利 を保障 したい とい うこ と,第 三は,ロ シア域
内の企業 にたいする連邦省 庁の影響力 を除去 したい とい うことで あ る。 これ 執 よ,「企業法 」制定
か ら 「企業 ・企業家活動法 」制定 に至 る間 に現 われた,前 述 の3つ の要因 と重 なる要求で ある。 こ
の ような互 いに質 の異な る3つ の要求 を達成す るための一種 の妥協策 として準 備 されたのが,国 有
企業,準 濁有 に限 って(私 企業は別 に して),企 業長人事は設 置者 と労働集団 との共 同決 定の対象
とす る(労 働集団の専決 事項 とは しない)と い う制度であ った。
以上の ような連邦 とロシアにおける立法活動の結果,国 有企業企業管理 者人 事の実態 が どう変 わ
ったのかについ て,現 在の ところ筆者 はほ と:んど情報 を もたない。1990年12月の全 国:労働:集団連
ゆ
合創立大会 の決議は,「企業法」 に よって 「労働集 団の 自主管理 は根絶 や しに されている」 と抗議
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5.お わ り に
以上の ように,国 有企 業におけ る管理者選挙制 はペ レス 団 イカの開始 とともに,そ の重要構成
部分 として成 立 したが,法 制度 としては,1988年1月1日 か ら1990年6月41=1までのわ ずか2年
半年 しか存続 しな か った。 しか し,・それで古い管理者人事制度が復活 したわ けではなか った。第一
に,党 に よる人事独 占が崩壊 した。 第二 に,企 業 管理者,特 に企業長は,国 家 や労働集 団 の利益の
代 表者か ら,自 己の利益 を追及 す る 「企業家」へ と,そ の性格 を変 えた。 第三に,特 に ロシアの場
合 には,企 業 管理 者人事 に関 して労働集 団に共 同決 定権 が残 された。
管理 者選挙制が法制度 として この ような帰趨 をた どってい.つた過程には,い くつかの イデ オ ロギ
ー とその担 い手集 団の盛衰 ・交錯 が作用 していた。大 まかに整理 す るな ら,次 の ようにい え よう。
まず,ゴ ルバ チ ョフを中心 とする党 ・政府の改 革派が,自 主管 理の政治的 ・経済的効果 に期待 をか
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けつつ管理者 選挙制 を導入 した。.やがて,ソ 連政府は,こ の制度 の経済的逆効果 に失望 し,市 場経
済化 に期待 をかけ る ようにな る と同時 に,「管理 は所有 の機能 」 ・との論理 の も とに国有企業 におけ
る自主管理 に否 定的態度 を とるに至 った。他方,企 業長た ちは 自己 の地位が管理者選挙制 に よって
著 し く不安定に な った と感 じ,ア メ リカの経営 者の場合にみ られ るような コン トラ ク ト制 を求 めて
ソ連最高 会議 に働 きかけた。 そこで,ソ 連最高 会議 は,政 府 と企業長た ちの意向 を汲みつ つ管理者
人事 に関 す る決 定権 を国家機関に もどし,企 業長 を国 との コン トラ ク トに基づい て活動 す る 「企業
家」 にす ることを認めた。 つ まり,端 的に言 うと,自 主管理の イデ オ ロギーは,急 激に,市 場経済
の イデオ ロギーに よって浸食 されたのであ る。 この過程 と平 行 して,ま た,お そら くは この過程 と
も結 び付い て,自 主管理の イデ オ ロギーの唱導者 であ った党 その ものの衰退が起 こった。
しか し,事 態 は これで収 まらず,自 主管理機関 として設置 されていた労働集 団評議 会の活動家た
ちが 自主管理 の復活 を求 めて結集 した。 ロシアでは,こ の ような 自主管理 を求 め る志 向性 と,共 和
国の主権 を求め る志 向性 と,企 業 長 を含 む企業家の 自由 と権 利を求 め る志 向性 との間 に,一一種 の協
力関係 が成 立 し,国 有企業に おける管理者人 事に関 する労働集団 の決定権 が再 び認め られたのであ
る。 それは,自 主 管理の イデ オ ロギー,共 和 国主権の イデ オ ロギー,市 場経済 の イデオ 白ギー とい
う,本 来,異 質な複数 の イデ オ ロギーに支 え られた もので あ り,ま さに妥 協の産物で ある。
共和 国主権 の イデオ ロギーが勝利 をお さめた現在,ロ シアでは,自 主管理の イデオ ロギー と市場
　の
経 済の イデオ ロギ ーのせめぎ合いが再び先鋭化 しつつあ る ようにみ える。今 後 このせめ ぎ合いが ど
の ように推移 するかが,ロ シアの経済 管理 シ ステムの質 を規定 してい く,ひ とつの重要な要 因 とな
るであろ う。
しか し,以 上の整理 は,法 制度の変化の分析 と,そ の変化 を直接 主導 した人 々の見解 の分析 のみ
に基づいた ものであ り,な お大 まかな仮説の域 を出 ない。 と くに,企 業管理者選挙制 はなぜか くも
短 期間の うちに そ の支持者 を失 った の か一 全 国労働集 団連合 す ら選挙制復活は要求 して い な い
一 を正確 に理解 するため には,企 業管理者 選挙の実態 を分析 す ることが不可欠 であ る。 た しかに,
政府 や企業 長た ちは,こ の制度 が経済的 にマ イナ スで あ った と述べ てい るので あるが,他 方 では,
「選挙制 が 『企業 管理者 の役 割の弱体化』 とわが国の国民経済 の発展 テンポの鈍化 とを招 いた こ と
くの
を証明 す るい くらかで も説得的な理論的 ・実証的資 料は提示 されていない」 との見解 も存在す るの
であ る。企業管理者選挙 の実態 について,稿 を改 めて検討 したい。
また,本 稿 では触 れなか ったが,「管理 は所有 の機能」 との論理 を認 めつつ,脱 国有化 ・民営化
を労働集団所有化 と結 び付け るこ とに よって自主管理 を維持 しよう とす る志 向が 「企業法 」 立案
中か ら現 わ れてお り,こ れは,今 後の国有企業 の変 革 との関連で重要な意味 をもつ こととなろ う。
これについて も別に検 討 したい。
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